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１．はじめに

　本論文の目的は，産業・労働社会学の古典を概観することを通じて，それらの現代的意義を，
学術と社会の両面に即して検討することである１．その目的を達成するため，海外の研究者が
提唱した雇用や労働に関する主要な社会学的な学説を２，登場した時代順に紹介する．
　紹介する古典は19世紀に原著の初版が刊行された文献だけでなく，20世紀の終わりに原著が
刊行された書籍も含まれている．というのも，近年になって関心を集め始めた社会現象で，今
後も重要な社会現象とされ続けると見込まれるトピックは，当該トピックに関する古典の登場
も近年にならざるをえないからである．
　本論文では必要に応じて，「職業的」な社会学者３ではないものの，社会学的に重要な学説を
提示した研究者による著作についても言及する．産業・労働社会学，ないしは，雇用や労働を
めぐる社会学的研究には，大きく３つの論点があると考えられる．
　ひとつは，雇用や労働の質は時代とともに向上しつつあるのか，それとも低下しつつあるの
か，という論点である．この論点では二つの観点が対抗している．科学技術などの知識の進展
により，高度な労働や職業に従事する人々が増えると考える論者もいる．その一方で，ますま
す多くの人々が低度な労働や職業で生計を立てなければならなくなると主張する者もいる．
　２つめの論点は，時代とともに産業社会の構造は同じ方向へ変化していくのか，それとも異
なる産業社会では雇用や職業をめぐる構造は違った道を歩むのか，という論点である．雇用や
職業の質は産業化によってどの社会でも同じように高度化していく，あるいは逆にどの社会で

　　　　　　　　　
１‌�　本論文の焦点は，古典における現代的意義を検討する点に置かれている．したがって，学説史的研究
におけるテキストの詳細な批判的読解や，テキストの書かれた同時代的な学術的・社会的文脈を踏まえ
た古典の新たな解釈を提示することは，本論文の対象外である．
２‌�　海外で刊行された産業・労働社会学の学説史に関連する近年の書籍として，社会学的な古典を労働研
究や組織論の観点から再考した論文集である，Adler（2010）が挙げられる．日本の産業・労働社会学
の学説史を概観した文献として，稲上・川喜多（1987），辻（1994），河西（2001）が挙げられる．海外
と日本の産業・労働社会学の学説史を解説した教科書として，天畠・上林（2012）が挙げられる．
３‌�　日本における「職業的社会学者」による労働研究，ないしは「『職業的』産業社会学」の形成の概要
については，稲上（1987）を参照．
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も共通して低下していくという考えかたがある．その一方で，どの社会も同じ方向へ変化する
のでなく，それぞれの社会は雇用や労働の慣行に他の社会とは異なる「個性」が存在すること
も確かである．
　３つめの論点は，雇用や労働における共同性はどう構成されているか，共同性において雇用
や労働の同質性や異質性はどのように影響するのか，という点である．ひとりですべての作業
をこなすより，分業するほうが効率的に仕事をこなすことができ，ひいては会社や社会の生産
性は向上するかもしれない．その一方で自分の仕事の存在意義を見失ったり，同じ会社に勤め
ている同僚の仕事でさえ理解できなかったりするかもしれない．効率性と引き換えに共同性が
失われることもある．
　雇用や労働をめぐる現代的な論点は，じつはすでに古典的な研究者たちが提起していたもの
である．以下，本論文ではそれらの論点を古典のなかに探っていく．本論文ではまず第２節で，
初期の社会学者や古典的な社会学者の学説を紹介する．第３節では，後世の社会学に批判的な
見解を含め大きな影響を与えた，労働組合や科学的管理法，人間関係論といった古典的な学説
を紹介する．第４節では，工業化やポスト工業社会に関する収斂理論的な学説を紹介する．第
５節では，雇用システムと労働者の多様性をめぐる主要な学説を紹介する．最後の第６節では，
まとめとして古典の現代的意義を確認する．

２．古典的な社会学者が捉えた労働

　ほかの分野と同じように，労働に関する社会学的論点の源泉の多くは，マルクスとデュルケ
ム，ウェーバーの３人へさかのぼることができる．それとともに，初期の社会学者であるサン
＝シモンとコントも重要な視点を提示している．本節では19世紀から20世紀初頭にかけて活躍
した，彼らの学説を見ていく．

2.1　社会学の誕生と産業社会論
　初期の社会学者のひとりとされるフランスのサン＝シモン（Claude Henri de Rouvroy, 
comte de Saint-Simon，1760─1825年）は，産業化（工業化）が近代社会の主要な趨勢であるこ
とを明確に指摘した，初期の産業社会論者でもあった．貴族や僧侶が政治の中心であった従来
の社会体制を批判し，彼のことばでは「産業者」（industrialist），つまり商業や工業の就労者
や科学者，技術者が政治を担うべきとの主張を展開した．『産業者の教理問答』（Saint-Simon 
1823─1824=2001）では，すでに進行していたイギリスの産業革命を交えながら，主張が展開さ
れている．
　サン＝シモンの弟子であった同じくフランスのコント（Isidore Auguste Marie François 
Xavier Comte，1798─1857年）は，思想の進歩に伴い社会も単線的に発展するものと考えていた．
彼は「社会再組織に必要な科学的作業のプラン」（Comte 1895=1970）で，人間の思想が神学→
形而上学・哲学→科学へと進歩するに従って，社会も軍事的→法律的→産業的へと発展してい
くと主張した．彼は科学技術の進歩が，社会の産業化の源泉であると考えていた．

2.2　マルクスの分業論と疎外論
　ドイツ出身でのちイギリスに亡命したマルクス（Karl Marx，1818─1883年）は，物財を生産
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する社会的・経済的仕組みが社会や個人の意識を規定するという観点（唯物論）に立って，資
本主義に関する理論を展開した．彼の時代にはすでに欧米諸国で産業革命が波及していた．彼
にとっての資本主義とは，産業革命後の大工場経営が象徴するような資本主義である．
　彼は資本家が労働者を支配する資本主義が矛盾に直面し，やがては労働者自身が経済や社会
を統治する共産主義が勃興すると予測していた．彼もコントとは違うかたちでの収斂理論を展
開していたといえる．サン＝シモンが「産業者」として一括していた資本家と労働者を，マル
クスは対立する階級として考えていた．
　ここではマルクスの理論を分業論に絞って概観する．経済学の父とされるイギリスのアダ
ム・スミス（Adam Smith，1723─1790年）は分業の長所を強調した．ひとつの製品の工程す
べてをひとりで製造するより，工程を分割して複数の人々で作業を分担すれば，各工程の作業
を習熟する時間が短縮されるとともに，繰り返し作業が多くなるため生産性が高まる（Smith 
1791=2007: 7─15）．それに対してマルクスは『資本論』（Marx 1962=1982）のなかで，産業革
命後の機械化された工場で働く労働者が，分業によって被る負の影響を強調した．
　工場への機械の導入は，人手のみに頼る分業よりも著しく生産性を向上させる．それは資本
家によって利益を上げる有効な手段である．しかしそれは同時に，労働者が機械に従属した単
純労働を強いられることを意味する．生産手段から労働者は遠ざけられて，技能形成の機会の
ないままにおかれてしまうのである．労働者は労働から疎外されることになる．
　また機械による生産性向上は同一の生産量に必要な労働者の数を減少させる．結果として機
械化の進んでいない工場は競争に敗れ，職を失った労働者は機械化された工場労働者として吸
収されることになる．こうして社会には非熟練労働者が増加していく．こうして労働者はます
ます資本家からの支配に服さなければならなくなる．また労働者保護を目的とする法律がか
えって失業者や，不利な立場で働く労働者を増加させることもある．
　マルクスの分業論は20世紀後半期に，疎外論や労働過程論の先駆者として再発見され，継承
されることになる．

2.3　デュルケムの分業論と疎外論
　フランスのデュルケム（Émile Durkheim，1858─1917年）はマルクスとは違った分業論を展
開した．マルクスの唯物論と異なり，デュルケムは社会意識こそが個人の意識や行動を規定す
ると考えていた．
　彼の『社会分業論』（Durkheim 1960a=2017）は，分業が社会の解体や分裂の要因とはならず，
むしろ社会統合を強める源泉であることを主張している．その著書名が示しているように，彼
にとっての分業は職場内のそれだけでなく，社会全体の職業間のそれも含む概念である．彼は
社会統合の形態を2つに分類している．機械的連帯は，利害を共有したり共同意識をもったりす
る人々からなる社会統合である．有機的連帯は，互いに異なる利害をもち，共同意識をもって
いない人々からなる社会統合である．
　有機的連帯はたとえば契約に象徴される．社会が複雑化し職業構成が多様化するほど，社会
全体で交わされる契約数は多くなる．契約とはそもそも自由でそれゆえ対等関係にある人々の
あいだで，任意に交わされるものである．しかし契約そのものが契約を保証するのでない．そ
れが守られなければならないという社会全体の暗黙的合意があってこそ，契約は保証されるの
である．
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　『自殺論』（Durkheim 1960b=1985）でより詳細に展開されているアノミー（無規制状態）の
概念は後述するように，労働における疎外の分析にも，マルクスとは違った点で有益な視点を
提供している．コミュニケーションのない職場環境では，職場や同僚とのあいだで共同意識が
発達せず，したがって共通の規範も発生しない．規範のないこのアノミーのもとにおかれた人々
は，精神的に安定した労働生活を送ることはできないだろう．

2.4　ウェーバーの合理化論
　ドイツのウェーバー（Max Weber，1864─1920年）は，マルクスともデュルケムとも異なる方
法で社会を捉えようとした．ウェーバーは個人がなぜその行為をしたのか，その意図を理解す
ることによって，社会現象の発生要因や結果を考察した．その例が『プロテスタンティズムと
資本主義の精神』（Weber 1920=1989）である．そのなかで彼は，資本主義という経済的活動が
プロテスタンティズムという宗教的信仰から発生したとする，意外性に満ちた議論を展開した．
　禁欲を奨励する宗教は，それを俗世から隔絶した場所で実践することが多い．しかし16世
紀の宗教改革で誕生したプロテスタンティズムの教義は，神から授けられた天職に専心しなが
ら，世俗内で禁欲することを奨励していた．労働から得られた利益は奢侈な消費へと回される
ことなく，むしろ資本の蓄積へと向けられることとなる．こうして資本主義が誕生したのだと，
ウェーバーは論じた．彼の関心は近代化を合理化の過程として理解することにあった．

2.5　ウェーバーの官僚制論
　彼は資本主義を合理主義的な社会制度として位置づけたが，近代的な労働を規定している官
僚制も合理化の産物として描いた．官僚制はつぎの特徴をもった組織のことである．①規則に
基づく権限が分配されている．②各権限への指揮命令も規則に基づいて規定されている．③権
限の行使者の資格は規則に従って任命される．④指揮命令の上下関係が明確にされている．⑤
文書によって情報の伝達と保管が実施される．⑥職務が私生活から分離されている．⑦職務活
動は専門的訓練を前提とする．⑧職務活動は専業であって，兼業ではない．⑨職務遂行は学習
可能な規則に従って遂行される．
　このような特徴をもつ官僚制は，ほかの組織形態よりも技術的に優れている．「的確，迅速，
一義性，文書に対する精通，持続性，慎重，統一性，厳格な服従，摩擦の除去，物的および人
的な費用の節約」といった長所があると，『官僚制』（Weber 1921─22=1954）に述べられている．
「官僚」ということばが含まれているが，近代の組織は官庁だけでなく企業も官僚制に基づき経
営されている．
　官僚制には長所だけでなく短所も存在する．アメリカの社会学者マートン（Robert King 
Merton，1910─2003年）は，規則が目標を達成するための手段としてではなく，それ自体の
遵守が目標へと転移する過程を，官僚制の逆機能としてのちに指摘することになる（Merton 
1957=1961: 179─89）．

３．労働における民主主義と管理

　本節では19世紀末から1940年代までの学説を中心に解説する．古典的社会学者の学説を継承
しつつも，より近代的なトピックを扱った論点が登場する．資本主義的経営の拡大や，それに
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よる被雇用者の増加を背景とした研究が現れる．労働組合運動や労働力の効率的活用，職場内
外の人間関係が労働に及ぼす影響に注目した研究について見ていく．

3.1　労働組合と産業民主主義
　イギリスのウェッブ夫妻（シドニー・ウェッブ Sidney James Webb，1859─1947年，ベアト
リス・ウェッブ Martha Beatrice Webb，1858─1943年）は19世紀末，労働組合を詳細に調査し
て，労働組合の理論を構築した．労働組合は，資本家あるいは使用者に対し労働条件の改善を
求めることを目的として，労働者が結成する民主的な団体である．マルクスにとって労働者と
資本家は対立する存在として位置づけられていた．しかしウェッブ夫妻にとって労働組合はか
ならずしも資本家に対立する存在ではなかった．
　『産業民主制論』（Webb and Webb 1920＝1969）によれば，労働組合は労働者の労働条件や
労働環境を底上げするだけでない．それによって労働者の労働安全衛生が保障されれば企業経
営の効率化が促進されるため，資本家にとっても有益な存在である．その結果としてさらには
消費者にとってもよい製品やサービスが提供されるとも主張している．労働組合は労働者の立
場に基づく民主主義，つまり産業民主主義を推進するための基盤なのである．
　また，資本家対労働者という対立軸だけでなく，組織する職業や地域の違いを背景として，
労働組合間にも利害の相違があることも認識していた．労働組合は組織拡大だけでなく，組合
間の連携によって資本家への交渉力を高めていくことが必要だとも提唱している．
　経済が成熟化し国際競争が厳しくなるなか，日本を含めた先進資本主義諸国では労働条件の
維持向上は難しくなっている．ウェッブ夫妻の提示した論点は，労働組合のありかたを理解す
るうえで，現在もなお重要である．

3.2　科学的管理法とテイラリズム
　資本主義的な工場経営の拡大は，より効率的な労働力の活用を求めるようになる．アメリカ
の技術者であるテイラー（Frederick Winslow Taylor，1856─1915年）は，19世紀末から20世紀
初頭にかけて，科学的管理法と呼ばれる経営管理手法を考案した．彼や後継者は分業をより効
率的に推進するため，観察や分析に基づいて管理手法を体系化した．科学的管理法に象徴され
る労働の仕組みは，彼の名前を冠してテイラリズムとも呼ばれる．
　『科学的管理法』（Taylor 1911=1969）などの著書でテイラーや，動作研究で知られるギルブ
レス（Frank Bunker Gilbreth, Sr.，1868－1924年）４が提示した科学的管理法の原則は，つぎの
とおりである．
　①�一定時間内に所定の出来高に達しない作業者には，標準以上の出来高の作業者と非連続的
に低い賃金格差をつける（差別的出来高給制度）．こうして労働生産性の向上を図る．

　②�差別的出来高給制度を機能させるため，分業を徹底するとともに，分業された作業（課業）
の内容や範囲を明確にする必要がある．

　③同一の課業であればだれでも同じ手順で作業できるよう，作業を標準化する．
　④�作業の標準化のため，その作業を構成する動作を分析し，各動作の標準所要時間を測定す
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４‌�　ギルブレスによる動作研究の著作として，煉瓦積みの動作を一部省略して所要時間の短縮を実践した
Gilbreth（1993）などが挙げられる．
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る（動作・時間研究）．
　⑤�動作・時間研究により，できるかぎり短い期間でだれもが作業を習熟できるようにする．
また作業からムダな動作を排除する．こうして作業を単純化する．

　⑥�直接製造に携わる作業と，作業方法の設計や作業の支援に関わる業務とを，互いに分離す
る（構想と実行の分離）．

3.3　テイラリズムの評価とその後の展開
　テイラリズムはウェーバーの用語を使えば，合理化過程のひとつである．テイラー自身は科
学的管理法が企業経営にとってのみならず，労働者にとっても有益な手法であると考えていた．
しかしマルクス的な観点に従えば，企業による労働者支配を強化し，労働からの疎外を促進す
る手段として捉えられる．構想と実行の分離は労働者から頭脳労働を奪ったとして批判される．
テイラリズムをどう評価するかは，社会理論によって異なる．
　テイラリズムは，それとほぼ同時期に誕生したフォード生産方式５とともに，近代的な工場
労働を象徴していく．フォード生産方式はアメリカの自動車会社であるフォード社にちなんで
いる．テイラリズムに移動式組立ラインが加わったものが，おおむねフォード生産方式である
といえる．フォード生産方式も合理化過程の事例であるとともに，労働からの疎外を象徴する
ものとされた．
　どのように評価するにせよ，科学的管理法が生み出した諸原則は，いまも世界中で生産管理
に活用されている．フォード生産方式はのちに誕生する日本のトヨタ生産方式６と対比される
こともあるが，後者は前者の特徴を部分的に継承している７．また，1990年代～2000年代に日
本企業で導入が進んだ成果主義的な人事管理は，科学的管理法に言及しながら功罪が論じられ
た８．現在の労働を理解するうえでもテイラリズムの理解は欠かせない．

3.4　人間関係論
　人間関係論はその名が示すとおり，物理的，経済的要因ではなく，むしろ職場内外の人間関
係のありかたこそが，企業経営や労働に大きな影響を与えるという理論である．この理論に基
づく研究は1930年代から40年代にかけてのアメリカで，社会学だけでなく心理学や経営学を巻
き込んで学際的に展開された．
　この理論が展開される契機は，ホーソン実験（Hawthorne experiment）と呼ばれる工場労働
者を被験者とした，アメリカでの大規模な実験であった．オーストラリア出身の心理学者メイ
ヨー（George Elton Mayo，1880─1949年）らは，作業効率をもっとも高める照明の明るさを探
るため，工場労働者を集めて実験をおこなった．労働生産性を高める物理的条件を調べる目的
で開始された実験であったが，結果的にインフォーマルな人間関係のありかたが，労働生産性
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５‌�　アメリカの大量生産システムの歴史については，Hounshell（1974=1998）が包括的に紹介している．
６‌�　トヨタ生産方式の開発者による解説は大野（1978）を，包括的な解説は，門田（2006）を参照．
７‌�　トヨタ生産方式において，科学的管理法やフォード生産システムがどのように継承されているかにつ
いて，経営学者の藤本隆宏（1997: 51─127）が明快に説明している．なお，同文献における1950年代の
トヨタ生産方式についての説明は，社会学者の佐藤守弘（1963）に依拠している．

８‌�　1990年代～2000年代における日本の成果主義について書かれた文献として，今野（2003）， 高橋
（2004），中村・石田（2005），中村（2006）が挙げられる．
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に影響していることに気づいた．
　照明を明るくしたり暗くしたりしても，その変化に対応して労働者の生産性が変化するわけ
でなかった．実験を長期間継続していくうちに労働生産性は上昇したが，それは賃金制度の変
化や疲労軽減によるものではなかった．実験を通して労働者の仲間意識や規範が形成された結
果として，労働生産性が上昇したと結論づけられた（Roethlisberger and Dickson 1939）．
　人間関係論は職場内だけでなく職場外の現象にも，研究対象を広げた．人類学者から社会学
者へ転じたアメリカのウォーナー（William Lloyd Warner，1898─1970年）らは，ヤンキーシティ
（Yankee City）調査９と呼ばれる都市社会学的調査の一環として，アメリカのある小都市で発
生したストライキの原因について分析している．
　このストライキによって労働組合は企業との団体交渉が承認され，賃金や労働時間の改善を
勝ち取ることができた．分業により熟練労働が解体し労働者の社会的上昇の機会が奪われたこ
と，大資本が地元に進出するなど地域社会の上層と下層とで帰属意識の面で社会的分断が生じ
ていたこと，それにより労働者の不満が蓄積していたことが，ストライキに導いたとウォーナー
らは分析した（Warner and Low 1947）．

3.5　人間関係論の意義と批判
　人間関係論は，職場の人間関係の改善が企業経営の効率化に不可欠であると考えていた10．
企業経営の効率化という関心は，視角が異なるもののテイラーと共通していた．官僚制という
フォーマルな組織に効率性を見たウェーバーと異なり，人間関係論はインフォーマルな人間
関係の改善にこそ効率化の鍵があるとしていた．人間関係論は実務への応用を志向した学派で
あったといえる．
　人間関係論に基づく研究は，その実務的な志向を含むさまざまな側面が批判されることにな
る．社会学的に重要な批判は，組織の問題をミクロレベルのインフォーマルな人間関係へと還
元し，マクロな社会構造との関連を射程に入れていない点にある11．
　アメリカのイタリア人移民街における参与観察の成果である『ストリート・コーナー・ソサ
エティ』（Whyte 1993=2000）の著者として知られ，人間関係論者のひとりであるアメリカの
社会学者ホワイト（William Foote Whyte，1914─2000年）が認めているように，人間関係の険
悪な職場だからといって，それに直接働きかければ改善できるというものでない．業務改善に
よって業務の流れが円滑になれば，顧客対応担当者は顧客からの苦情と上流工程の業務遅滞と
の板挟みから解放され，顧客対応担当者と上流工程担当者との人間関係は改善されるのである
（Whyte 1959＝1961）．
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９‌�　ヤンキーシティは調査地であったマサチューセッツ州ニューバリーポート（Newburyport）の仮名で
ある．調査の成果であるヤンキーシティシリーズは5巻から構成されており，本文で紹介した書籍のほ
か，社会生活（Warner and Lunt 1941），社会階層（Warner and Lunt 1942），エスニック集団（Warner 
and Srole 1945），生活の象徴的側面（Warner 1959）についての書籍が刊行されている．
10‌�　第二次世界大戦後の間もない時期に，日本でも人間関係論が紹介される．経営学では馬場敬冶（1947
年，馬場 1949），社会学では尾高邦雄（1949年，尾高 1953）が初期の紹介者とされる（野田1956: 218─9）．
11‌�　1960年代までの海外における産業・労働社会学の学説史をレビューした岡本秀昭（1973: 206─23）は，
人間関係論の展開と批判について多くの紙幅を費やしている．人間関係論が経営イデオロギー的である
とする批判については，本論文の4.2も参照．
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４．工業化とポスト工業社会

　本節では1950年代から70年代初頭までに現れた主要な研究を解説する．前節までで見てきた
研究は，おもに工業化の過程にある資本主義諸国を想定していた．1917年のロシア革命以後，
社会主義国家が誕生していく．資本主義も社会主義も経済運営の体制は違うが，いずれも工業
化を推進している．工業化こそが世界共通の変化であり，体制の違いを超えて互いに似た社会
になるという見通し（収斂理論）が語られるようになる．
　製造現場にオートメーションなど新たな技術革新が導入され，経済成長により社会が豊かに
なったことを背景に，ブルーカラーの労働実態や意識の変化を捉えた研究も現れた．また工業
化が成熟すると，製造業などの第二次産業に代わって，商業やサービス業など第三次産業に従
事する人々が増加する．それに伴い工場の製造現場で働くブルーカラーに代わり，事務職や技
術職などのホワイトカラーが労働者の主流となっていく．こうして「工業化以後」の社会であ
るポスト工業社会の特徴を捉えようとする研究が登場する．
　この時期の研究は，進歩史観に懐疑的な論者を含め，科学技術の進歩やそれによる教育水準
の向上が，社会変動へ強く影響するという社会観に特徴づけられていた．

4.1　工業化と労使関係システムの収斂
　資本主義国と社会主義国との対立は，第二次世界大戦後に冷戦というかたちで激しさを増し
ていく．カー（Clark Kerr，1911─2003年）とダンロップ（John Thomas Dunlop，1914─2003
年），ハービソン（Frederick Harris Harbison，1912─1976年），マイヤーズ（Charles Andrew 
Myers，1913─2000年）のアメリカ人経済学者4人は，『インダストリアリズム』（Kerr, Dunlop, 
Harbison and Myers 1960＝1963）において，経済体制の違いを超えていずれの国家も工業化
を目指している点に注目した．
　工業化に基礎を置く社会体制を指す語として４人が使用しているインダストリアリズム
（industrialism）は，直訳すれば「産業（工業）主義」である．これはサン＝シモンの思想を彷
彿させる．彼らは経済体制の違いにかかわらず，インダストリアリズムの論理によって労働組
合と企業，政府の三者関係から構成される労使関係システムが，どこの国も収斂していくと論
じている．
　その根底にある発想は，技術の進歩が社会構造を決定するという，技術決定論である．技術
の進歩によりどの社会も教育水準が向上し，専門的職業が増加する．人々はマルクスの描いた
ような階級闘争によってではなく，官僚制的な規則に従って，労使と政府の協調によって多元
的に利害調整を図るようになるのだという．
　社会主義国家のほとんどが資本主義へ体制を転換した現在，インダストリアリズム論をその
まま適用することはできない．後述するように，資本主義諸国であっても労使関係は収斂して
おらず，多様な労使関係システムが併存している．国によってたどってきた道は多様であるが，
工業化が近代化の重要な過程であったことは確かである．
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4.2　工業化と経営イデオロギー
　ウェーバー研究12でも知られる，ナチス政権下のドイツからアメリカへ亡命した社会学者ベ
ンディクス（Reinhard Bendix，1916─1991年）は，『産業における労働と権限』において，経
営イデオロギーの比較歴史社会学を展開した．経営イデオロギーとは，企業経営者が経営方針
を自己正当化するために援用する思想のことである．
　企業経営者も人の子であるため，労働者の労働条件や労働環境が苛酷であることを知らされ
るにつけ，心穏やかではなかった．こうして企業経営者は自分たちの経営方針を正当化する思
想を，学術的な研究に見つけてそれに頼らざるをえなかったと，ベンディクスは指摘した．
　彼によれば国によって工業化の道筋は異なっていたものの，経営者がその過程で経営イデオ
ロギーに頼ろうとした点では共通していた．たとえばロシア革命で誕生した旧ソ連は，マルク
スが提唱したような共産主義が実現した自国では，労働者が経済運営の中心であるという建前
を国民に浸透させていた．実際にはそれは，共産党と国家官僚が国民の大多数を構成する労働
者を支配するためのイデオロギーとして機能していた．
　経済体制は異なるものの，アメリカの企業経営者も経営イデオロギーに頼っていたのだと，
ベンディクスはいう．科学的管理法が労使間の平和をもたらすというテイラーの主張や，従業
員面談を通じて企業と従業員の関係を良好にするという，人間関係論の提唱者であるメイヨー
の主張は，経営者を学術的に援護するイデオロギーに過ぎないと，ベンディクスは主張した
（Bendix 1974＝1980）．
　ベンディクスの指摘がどの程度妥当であるかはともかくとして，経営コンサルティング業者
が企業経営に影響力を増しつつあるなか，彼の視点を通して雇用関係を批判的に考察する意義
はいまも大きい．

4.3　技術革新と疎外
　製造現場におけるさらなる技術革新の導入は，労働からの疎外について古典的社会学者の時
代とは異なる新たな知見を生み出した．古典的社会学者は総じて，技術の進歩に伴い労働の質
がよいか悪いかのどちらかに，一定方向へ変化していくものと考えていた．
　ところがアメリカの社会学者ブラウナー（Robert Blauner，1929─2016年）は，『労働におけ
る疎外と自由』において，1940年代後半から60年代初めにアメリカで実施した調査に基づき，
製造技術と疎外との関係について，つぎのような図式を提示した．製造技術の複雑さを横軸に，
疎外の程度を縦軸にとると，それら二つの関係は逆U字型曲線を描くのだという．
　彼はマルクスやデュルケムの知見を継承しつつ，疎外を4つに分類している．①自分の力では
何も変えることのできない無力感，②仕事の目標や意味が見出せない無意味性，③職場の人々
や社会との結びつきが感じられない孤立感，④仕事を自分の意思でしているのでなくさせられ
ている感覚，である．
　伝統的な手工業的熟練に基づく仕事では疎外感が低い．機械化・標準化・単純化・専門化さ
れた仕事では，疎外の程度が最大となる．ところが技術がより高度なコンピュータ自動制御
（オートメーション）の仕事になると，疎外の程度は低くなる．計器盤の監視や装置の点検・調
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12‌�　Bendix（1960=1966）は，ベンディックスによるウェーバー研究の代表的な著書である．
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整のような責任の重い仕事に携わるからだという（Blauner 1964＝1971）．
　高度経済成長期であった当時の日本でも，急速に進む工業化を背景として，技術革新と労働
に関する調査が盛んに実施されている13．

4.4　豊かな労働者の労働志向
　イギリスの社会学者ゴールドソープ（John Harry Goldthorpe，1935年─）らは，1960年代に
おけるイギリスの工業都市を事例として，ブルーカラー労働者が経済成長に伴い仕事の場を生
活の中心と考えるのでなく，生活の手段として仕事を考えるようになったと論じた．この知見
のもとになった一連の調査は，対象都市にちなんでルートン調査（Luton surveys）14と呼ばれ
ている．彼は労働者の仕事に対する態度を労働志向（orientation toward work）と名づけた．
　彼らは労働志向を3つに分類している．①手段的志向では，仕事は生活水準を維持するための
手段に過ぎない．豊かになったブルーカラー労働者に見られる類型である．②官僚制的志向で
は，仕事は長期的な雇用や賃金，昇進との対価である．企業に対する忠誠心など道徳的要素を
含んでいる．③連帯的志向では，仕事は企業全体や職場で集団的な関係を結ぶことにある．関
係を結ぶ対象が企業であるか職場であるかなど，それによって関わりかたの程度はさまざまで
ある（Goldthorpe et al. 1968a）．
　ゴールドソープらの見解がイギリス以外の国に当てはまるわけではない．日本ではブルー
カラー労働者であってもホワイトカラー労働者と同じように，官僚制的志向が強かった（稲上 
1981）．日本では戦後，賃金カーブや人事考課など人事制度面において，ブルーカラーのホワイ
トカラー化15が進んだとされるが，労働志向の面でもブルーカラーのホワイトカラー化が進ん
でいたことを示されている．のちに述べるように，発展した資本主義諸国の雇用システムが，
かならずしも収斂していないことが明らかになってくる．

4.5　ポスト工業社会論
　ポスト工業社会論は，工業化後の社会が工業化過程の社会と質的に異なると主張する学説
である．『脱工業社会の到来』（Bell 1973＝1975）を著したアメリカの社会学者ベル（Daniel 
Bell，1919─2011年）や，『断絶の時代』（Drucker 1969＝1969）を著した，オーストリア出身で
アメリカへ移住した経営学者ドラッカー（Peter Drucker，1909─2005年）が，ポスト工業社会
論の代表的な論者である．
　先進資本主義諸国では1960年代までに工業化の過程が成熟しつつある一方，産業構造に占め
る第三次産業の比重が増大しつつあった．各国における高等教育進学率の上昇や，コンピュー
タの産業利用や宇宙開発に象徴されるような科学技術の進展は，従来の工業化とは異なる時代
の到来を予感させた．

376

　　　　　　　　　
13‌�　技術革新と労働に関する，当時の日本における代表的な研究として，日本人文科学会（1958，1963）
や，松島静雄（1962），東京大学社会科学研究所（1972）が挙げられる．
14‌�　ゴールドソープらによるルートン調査の成果として，本文で紹介している産業・労働社会学的な書籍
のほか，政治社会学（Goldthorpe et. al 1968b）や社会階層論（Goldthorpe et. al 1968c）に関する書籍
が刊行されている．

15‌�　日本におけるブルーカラーのホワイトカラー化は，労働経済学者の小池和男（1981）によって指摘さ
れた．
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　ポスト工業社会論では新たな社会を，情報化社会や知識社会などのことばでも表現した16．
科学技術が社会変動の原動力とする発想は，コントを彷彿させる．ポスト工業社会論では，科
学者や技術者など専門職が増加し，労働の質が高まると考えられた．
　ポスト工業社会論では，第三次産業の就業者人口が第二次産業のそれを上回ったかのように
語られることが多い．しかし実際には多くの国で，第二次産業の就業者人口が最多になったこ
とはない．また，質の高い労働に従事する人々は相対的に少なく，ホワイトカラーを含めて多
くの人々は，低い技能の職業に従事するようになると指摘する批判者もいる．
　社会における知識の増大や技術革新が，人々の労働の質を高めるのか，逆に低下させるのか
は，個々の事例に即して判断される必要がある．

５．雇用システムと労働者の多様性

　本節では1970年代から90年代のおもな学説を解説する．前節までに解説した学説はおおむね，
どこの国にも共通して見られる社会変動の側面に，注目する傾向があった．しかし，1960年代
終わりになると，資本主義の国であっても雇用システムが多様であることが，しだいに明らか
になる．
　ポスト工業社会論は科学技術が労働の質を高めると主張した．逆に科学技術はホワイトカ
ラーを含めてその質を低下させている，と指摘する学説が登場する．また対人サービス的な職
業につきものの，感情労働に注目する研究が現れた．
　いままで紹介した学説は労働者の「労働する」側面に焦点が当てられてきた．本節では求職
活動に焦点を当てた研究も紹介する．被雇用者に占める女性の割合が高まったことを背景に，
職場のジェンダーやワークライフバランスをテーマとした研究も登場している．

5.1　雇用システムの多様性
　いままで見てきた学説はおおむね，どこの社会も同じ方向へ変化していくことを想定してい
た．異なる制度をもつ社会はしばしば，遅れていると考えられてきた．日本は非欧米で唯一発
展した資本主義国であったが，1960年代までは遅れた社会であると考えられていた．イギリス
出身の社会学者ドーア（Ronald Philip Dore，1925─2018年）17は日本とイギリスの電機工場を比
較し，その見かたの修正に寄与した．
　この調査をはじめとする一連のプロジェクトには，日本の社会学者も参加している18．以下
にドーアが『イギリスの工場・日本の工場』（Dore 1973＝1987）で指摘した，日本とイギリス
の違いをいくつか列挙する．
　日本企業は新卒採用者を長期雇用する．イギリス企業は適任者を外部労働市場から採用する
ものの，労働移動率が高い．日本では正社員であれば賃金はみな月給制であるが，イギリスで
は管理職は年俸制，ホワイトカラーは月給制，ブルーカラーは時給制である．日本の労働組合
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16‌�　日本を含めたポスト工業社会論の展開について，Kumar（2005）が包括的に論じている．
17‌�　ドーアは日本研究者としても著名であり，日本の教育（Dore 1965=1970）や都市（1958=1962），農
村（Dore 1978）についての研究で知られている．

18‌�　共同研究に参加したひとりである間宏も，労使関係の日英比較の書籍を刊行している（間 1974）．
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は企業別に組織されており，正社員であればブルーカラーもホワイトカラーも同じ組合に加入
する．イギリスの労働組合は職業別や産業別に組織されており，同じ企業や事業所の従業員で
あってもさまざまな組合に加入している．
　ドーアは両国の雇用システムの特徴を対比し，日本を組織志向型，イギリスを市場志向型に
属するものとした．さらに彼は，最初に産業革命を経験したイギリスへ日本が収斂するのでな
く，イギリスが逆に，産業化に後発した日本へ収斂する兆しがあると主張した19．同一事業所
に複数の労働組合の組合員が混在しているイギリスが，日本のように企業や事業所を単位とし
た労使関係へ再編成されると予想した．
　ドーアの研究以降，雇用システムの国際比較研究が盛んに実施され，国ごとの個性がしだい
に明らかにされてきた20．いうまでもなく彼の研究よりまえにも，アメリカ人研究者アベグレ
ン（James Christian Abegglen，1926─2007）の著した『日本の経営』（Abbeglen 1958=1958）
に代表されるように21，海外の研究者が日本の雇用システムや労使関係システムを調査し，そ
の特徴を理解する試みはあった．ドーアらによる調査プロジェクト以降，国際比較を踏まえた
うえで，より適切かつ図式的に日本の雇用システムの理解が可能になったといえる．

5.2　労働過程論
　ポスト工業社会論では，質の高い労働や知識集約型の職業が増えていくという見通しが語ら
れた．アメリカの政治経済学者ブレイヴァマン（Harry Braverman，1920─1976年）は，マル
クス的な視点からポスト工業社会論とは逆の見解を示した．分業と機械化によって熟練労働が
解体され，それによって発生する疎外などの問題とその克服方法は，本論文で見てきたように
マルクスだけでなく，ほかの学説においても語られてきた．ブレイヴァマンは，熟練解体につ
いてのマルクスの理論を現代的に再構成した．
　『労働と独占資本』（1974＝1978）で示されたブレイヴァマンの新しさは，マルクスの生きて
いた時代には存在しなかった科学的管理法をめぐって，その原則のひとつである構想と実行の
分離を，熟練解体の要因として重視した点にある．構想と実行の分離はブルーカラーから頭脳
労働を奪い，その業務を管理部門に吸収する．頭脳労働を奪われたブルーカラーは，ますます
資本家や経営者の支配に服していくことになる．また，彼はこのような熟練解体がホワイトカ
ラー職場でも進行していると指摘した．
　ブレイヴァマンを契機に労働過程論の研究が欧米で盛んになった．また彼の主張をめぐって
論争も展開された．たとえば，イギリス出身の社会学者ブラウォイ（Michael Burawoy，1947
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19‌�　産業化における後発の利益に関する議論は，アメリカの経済学者ヴェブレン（Thorstein Bunde 
Veblen，1857─1929年）や，現在のウクライナ出身でアメリカで活動した経済学者ガーシェンクロン
（Alexander Gerschenkron，1904－1978年） の系譜に位置づけられる（Veblen 1915，Gerschenkron 
1962）．

20‌�　ドーア自身も1990年代に，資本主義の多様性に関する研究書の編者を担当している（Berger and 
Dore 1996）．

21‌�　日本の終身雇用を「発見」したのは，アベグレンの著書『日本の経営』だといわれることが多い．彼
自身は同書において終身雇用ではなく，「終身の関係」（lifetime commitment）という表現をしており，
それを日本の前近代的な封建遺制として捉えていた．あまり知られていないが，彼は人間関係論の中心
人物のひとりであるウォーナーと，アメリカ大企業の経営者に関する社会階層論的な研究をおこなって
いる（Warner and Abegglen 1955=1958）．
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年─）は『同意を製造する』（Burawoy 1979）において，参与観察の結果に基づき，規則に縛ら
れているように見えるブルーカラー労働であっても，規則をかいくぐって業務量を自分たちで
調整していることを見出している．資本家や経営者が労働者を一方的に支配しているというよ
りも，労働者にも業務の裁量の余地が残されていることこそが，労働者が自発的に支配を受け
入れる契機となっていると，ブラウォイは指摘している．
　また，日本の製造現場を中心に普及している小集団活動（QCサークル活動）においては，ブ
ルーカラーが業務上の問題解決を担っている．日本のブルーカラーに構想と実行の分離はかな
らずしも当てはまらない22．労働過程を理解するうえでも，ドーアのような国際比較の観点が
必要なことが示唆される．

5.3　求職行動と弱い紐帯の強み
　本論文で紹介している知見の多くは，雇用関係ないしは内部労働市場における労働を想定し
ている．雇用関係が成立し内部労働市場に参加するために，人々は求職活動をおこなう必要が
ある．
　アメリカの社会学者グラノヴェター（Mark Sanford Granovetter，1943年─）は従来の社会
理論を２つに分類し，そのいずれにも欠点があると主張した．ひとつは過剰社会化された理論
であり，もうひとつは過小社会化された理論である．前者では個人の行為は所属する社会の特
徴から説明され，後者では個人の行為は社会的要因のまったく考慮することなく説明される．
彼はそれに代わって第3の社会理論を提起する．個人の行為は他者との関係のありかたに「埋め
込まれている」23，という理論である（Granovetter 1985=1998）．
　彼は「埋め込み」理論を求職行動の説明に適用した．『転職』（Granovetter 1995＝1998）に
よれば，人々が求職先を他人に頼って探すとき，親密な関係にある友人からのほうが，顔見知
り程度の人からよりも有益な情報を得られるだろうと，単純に考えたくなる．ところがグラノ
ヴェターはそれとは逆の事実を発見した．顔見知り程度の人から情報を提供されて，職を得て
いる人が多かった．弱い紐帯の強みである．
　なぜ，弱い紐帯を使って求職活動に成功することが多いのだろうか．ひとつは求職を急ぐ必
要のある人ほど，親密な友人や家族からの情報提供に頼る傾向にある．求職活動をする緊急性
の少ない人ほど，むしろそれほど親しくない他人から，偶然に求人情報を得ることになる．ま
た親しい他人を通じて求職活動をすることにより，関係が気まずくなることを避けたがること
も，弱い紐帯を使った求職活動が多くなる理由である．もっとも大きな理由は，知り合いの知
り合い，といった間接的な関係の連鎖が長くなるほど，より多くの人々に情報が伝わりやすく
なるからであるという．
　グラノヴェターが明らかにしているように，どのような人にとっても，弱い紐帯が求職活動
に効果的である保証はない．むしろ強い紐帯を駆使して職探しをする人々もいる．
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22‌�　日本の小集団活動（QCサークル活動）の歴史については，たとえば小川（2020）を参照．ただし，
同書では「構想と実行の分離」を「計画と実行の分離」と表記している．
23‌�　「埋め込み」（embeddedness）という概念は元来，オーストリア＝ハンガリー帝国出身の経済学者カー
ル・ポランニー（Karl Polanyi，1886─1964年）が，市場システムをはじめ経済的領域がほかの社会諸領
域から自律的な存在ではなく，社会的諸領域との関わりにおいて存在していることを表現するために用
いられた，マクロ政治経済レベルの概念である（Polanyi 2001=2009）．
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5.4　企業のなかのジェンダー
　被雇用者のなかに占める女性の割合が高まるにつれ，男女間に見られる処遇の不平等が社会
の関心を集めるようになる．男女の雇用機会の均等を目的とした法律が制定され，企業が均等
施策を実施しても，それに呼応して女性管理職が増えるとは限らない．アメリカの社会学者カ
ンター（Rosabeth Moss Kanter，1943年─）は，アメリカ企業で参与観察や聞き取り調査をし
ながら，企業で女性が活躍を制約されている状況を『企業における男と女』（1977＝1995）24で
描写し，その要因を分析した．
　カンターが調査した1970年代は，アメリカでもまだ女性の活用が進んでいなかった．職層や
職場によって，女性比率が大きいところもあれば小さいところもある．女性比率の大きい職場
の業務は，そもそも昇進機会に恵まれていなかった．昇進の道が閉ざされている従業員は，女
性だけでなく男性であっても仕事へのモチベーションが小さく，同じ職場の人々とおしゃべり
に興じるなど仲間内の結束を強める傾向にあった．
　女性比率の小さい職層では，昇進機会に恵まれていたとしても，女性の絶対数自体が希少で
あるため，男性の同僚のなかで目立ってしまう．ゆえに女性は特殊な存在として扱われる．ま
た，しぐさや服装の点で暗に女性らしさを期待されるものの，業務に関する重要な情報は男性
のみで共有され，女性に伝わることは少ない．こうして女性は業務で不利な立場に置かれてし
まう．
　男女の雇用機会を推進していくためには，法律や施策の整備のみに着目するだけでなく，イ
ンフォーマルな人間関係や昇進管理にも目を向ける必要があることを示唆している．

5.5　感情労働とワークライフバランス
　アメリカの社会学者ホックシールド（Arlie Russell Hochschild，1940年─）は，『管理される
心』（Hochschild 1983＝2000）などにおいて，感情労働の概念を提示したことで知られる．感
情労働とは，顧客の感情に働きかけるために，自己への感情操作が伴う労働のことである．職
業構造の変化により，対人サービスに従事する労働者が増加した．顧客に好印象を与えるため
に，心地よく接客している自分を，自己の感情のなかから演出していくことが必要とされつつ
ある．感情操作は現代社会で技能のひとつとして位置づけられるようになった．
　ホックシールドはまた，『タイム・バインド』（Hochschild 1997＝2012）などにおいて，ワー
クライフバランスについても論じている．ワークライフバランスとは，仕事とそれ以外の生活
を両立させることである．とはいえ，仕事と家庭の両立という意味で，ワークライフバランス
ということばを用いることが多い．就業の継続を希望する女性が増加するに従って，育児や家
事を仕事とどう両立するか悩む女性も増えている．夫は稼ぎ主として出勤し，妻は主婦として
育児や家事に専念するという，産業化やそれに伴う職住分離の結果として出現した性別役割分
業は，変化を迫られている．
　ホックシールドが調査したアメリカ企業は，ワークライフバランス施策が充実していた．し
かし長時間労働と引き換えに，子どもと一緒に過ごす時間の少ない従業員が多かった．従業員
は子どもと過ごすことを避けているようであった．なぜだろうか．企業の同僚たちは時間の流
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24‌�　ただし，邦訳は抄訳である．
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れを乱さない．ところが子どもたちは予測不可能な振る舞いをする．企業の世界の時間秩序は，
子どもの時間の流れとは相容れない．「産業」的な時間秩序のある職場のほうが，従業員にとっ
て過ごしやすいのである．
　ワークライフバランス施策は，従業員の職種や職層によって違う意味をもつ．管理職層にとっ
て有意義なワークライフバランス施策であるが，交代制職場で働くブルーカラーにとって，そ
れは無縁な施策であると，ホックシールドは指摘する．
　企業が効率化を追求した結果，育児や家事が相対的に非効率なセクターとなってしまったと
すれば，皮肉なことである．また，すべての人々に通用するワークライフバランスを構築する
ことが困難なことも，彼女の研究は示唆している．

６．まとめ

　以上，産業・労働社会学の古典的源泉と現代的な意義について，それぞれの学説に即して論
じてきた．ここでは，冒頭に提示した3つの論点にそって，古典の現代的意義について補足して
おく．
　ひとつめの論点は，一方で1990年代以降における情報技術の進展を，他方で同時期に進行し
た非正規雇用者の増加を検討するうえでの視点を提示している．
　２つめの論点は，ひとつめの論点が提示している普遍的な視座を踏まえつつも，雇用システ
ムをはじめとする社会を構成する諸システムが，国によってどのように異なり，雇用や労働の
ありかたや職業構造とどのような相互影響関係があるのかについて，視点を提供している．
　３つめの論点は，ジェンダーやエスニシティを含む狭い意味での働く場における共同性に加
えて，家事や育児・介護も射程に入れた同質性や異質性にまで，視座の拡大を求めていると考
えられる．
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